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ニコン人権方針 

ニコン（株式会社ニコンおよび国内外子会社）は、「信頼と創造」を企業理念とし、

社会から信頼を得て、新たな価値を創造し提供し続けていくことを目指していま

す。その企業理念を実現する基盤となるのがすべてのステークホルダーの人権の

尊重です。 

 

ニコン人権方針（本方針）は、そうした考え方に基づき、ニコンの事業活動に関

係する人権課題について、ニコンがどのように取り組んでいくかを明確にするも

のです。 

 

1. 本方針の対象範囲   

本方針は、ニコンのすべての役員・従業員（正社員、嘱託、契約社員、派遣社員、

パート・アルバイト）に適用されます。また、調達パートナー、事業パートナー、

お客様に対しても本方針を理解いただき、人権の尊重に努めていただくよう働き

かけていきます。特に調達パートナーに対しては、「ニコン CSR 調達基準」を定

め、責任ある企業行動を要請し、サプライチェーン上の労働に関する人権課題に

協働して取り組みます。 

 

2. 人権尊重へのコミットメント   

ニコンは、事業活動を通じてすべてのステークホルダーの人権に影響を与える可

能性があることを認識し、自らが人権侵害をしたり、人権侵害を助長したりしな

いよう努めます。また、ニコンは、事業活動を行うすべての国・地域において   

各国・地域の法令を遵守します。当該国の法規制と国際的な人権規範が相反する

場合には、当該国の法規制を遵守しつつ、国際的に認められた人権の尊重に向け

て最大限努めていきます。 

 

これらのために「国際人権章典」と「労働における基本的原則および権利に関す

る ILO 宣言」等の国際的に認められた人権を尊重し、国際連合の「ビジネスと人

権に関する指導原則」、「OECD 責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針」

に基づいた人権の取り組みを進めます。また、国連グローバル・コンパクトの 10

原則、Responsible Business Alliance の行動規範・諸基準も支持し参照します。 

 

3. ガバナンス 

本方針に基づく取り組みやその進捗は、社長執行役員を委員長とするサステナビ

リティ委員会において審議され、経営委員会での決議・報告を経た上で、取締役

会に報告されます。また、重要な人権課題に関する責任体制を明確化し、本方針

が事業活動に反映されるよう取り組み、取締役会はそれを監督します。 

 

４．人権デューディリジェンスの実施 

ニコンは、国際連合の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいて、事業活動におけ

る人権リスクを継続的に評価し、特定した負の影響を防止・軽減する取り組みを行ってい

きます。また、その進捗状況や結果を追跡・確認し、実効ある取り組みを行っていくため

の体制・仕組みを整備していきます。取り組みの内容や結果は定期的に開示していきます。  
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５．重要な人権課題 

ニコンは社外有識者の助力を得て、バリューチェーンにおける影響評価を実施し

ました。その結果を踏まえ、次の 6 点を重要な人権課題として特定しています。 

ニコンはこれらの重要な人権課題について、取り組みを計画的に進めていきます。 

 

① 安全衛生 

ニコンは、ニコンで働くすべての人が健康で安全に働ける労働環境を整備します。

事業を行う各国・地域の労働安全に関する法令等を遵守し、業務上の事故や災害

を防止します。 

 

② 職場環境 

ニコンは、労働時間、休暇、最低賃金等に関して適用される国や地域の法令等を

遵守します。また、ニコンは、個人の尊厳を傷つけ職場環境や業務遂行を阻害す

る差別およびハラスメントを禁止します。 

Diversity, Equity & Inclusion（DEI）を大切な考え方として浸透させ、共に働く

メンバーの個性や能力を認め合い、活かし合うことのできる職場環境を醸成しま

す。 

 

③ サプライチェーンにおける人権課題 

ニコンは、サプライチェーンにおける労働者の人権を尊重し、人権尊重の取り組

みを推進します。また鉱物の調達に関連する人権侵害や環境破壊の問題を   

考慮して、責任ある鉱物調達の取り組みも進めていきます。 

 

④ 児童労働・強制労働の禁止 

ニコンは、サプライチェーンにおける労働者を含め、児童労働・強制労働（人身

売買による労働を含む）を許容しません。 

 

⑤ AI の倫理的な活用 

ニコンは、AI 技術の活用によって生じ得る人権課題を認識し、それに対応するた

めの人権および AI に関する方針を整備します。また、方針を周知・浸透させ、方

針に沿った取り組みを推進します。AI 技術の責任ある利用を通して、持続可能な

社会の実現に向けた貢献を目指します。 

 

⑥ 救済へのアクセス 

ニコンは、すべてのステークホルダーが利用可能な救済窓口を整備します。また、

通報に誠意をもって対応します。通報者や通報内容の秘密を適切に取り扱い、 

通報者に対する不利益な取り扱いや報復を禁止します。 

 

６．救済 

ニコンの事業活動が、人権への負の影響を引き起こした、または負の影響を助長

したことが明らかになった場合には、適切な手段を通じてその是正に取りむとと

もに再発防止に努めます。また、調達パートナー、事業パートナーによる人権へ
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の負の影響がニコンの事業活動に関係していることが明らかな場合には、ニコン

はそれらの関係者とともに、人権への負の影響の是正と再発防止に努めます。 

 

7．ステークホルダーとの対話 

ニコンは、自社の事業活動により人権の負の影響を受ける、または受ける可能性

があるステークホルダーとの対話・協議を継続的に行い、人権尊重の取り組みに

活かしていきます。 

 

8．教育 

ニコンは、役員・従業員が本方針を理解し、一人ひとりの業務において本方針に

基づいた行動が実践されるよう、教育を実施していきます。 

 

９．制定と見直し 

本方針の制定および改定は、株式会社ニコンの取締役会において決議されます。 

本方針については、定期的に見直していきます。 

 


